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議案第５０号 

   令和６年度大和市一般会計補正予算（第２号） 

 令和６年度大和市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，００６，８３７千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９０，２８６，８３７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌年

度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和６年６月３日提出 

 

                        大和市長 古谷田  力   
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第２表 繰越明許費 
 
追 加                                                （単位：千円） 

款 項 事   業   名 金  額 

 8 土木費 4 都市計画費 道路交通体系検討事業 25,366 

 

 

第３表 地方債補正 
 
変 更                                                （単位：千円） 

起  債  の  目  的 
限          度          額 

補 正 前 補 正 額 計 

コミュニティセンター施設整備事業債 79,400 2,600 82,000
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ステム維持管理事務 (

財

人財課) 児童手当
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費 12,562   0

正

1 コミュニティセン

 

ター施設整備事業 (1

額

3,212)

計

(20)コミュ

特

ニティセンター施設整

　

備事業

　

181,

定

555 13,212 1

　

94,767 10,4

　

00 2,600 212

財　　

国庫補助金 市 債

源
一

10,400 2,60

般

0

(1)

財

コミュニティセンター

源

施設整備事業 (生活あ

区

んしん課) コミュ

　

ニティセンター桜丘会

　

館の改修工事について

　

、国庫補助金の内定額

分

が増額と

金

116,

　

171 13,212 1

　

29,383 10,4

額

00 2,600 212

説

12 委託料 650 なっ

　

たことに伴い、令和７

　

年度に予定していた工

　

事の一部を前倒しで実

　

施します。

　

14

　

工事請負費 12,56

　

2

　

国庫補助金 市 債

明

国

10,400 2,

県

600

支

3 民生費 44,

出

810,625 2,7
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債 そ の 他

（一般会計）

（単位：千円）

款 ( 7 )商工費

項 ( 1 )商工費

（商工振興費） 11 役務費 30

12 委託料 175,721

(17)市内消費喚起対策支援事業 (産業活性課) エネルギー

補

・食料品価格等の物価

　

高騰の影響を受けてい

正

る市民や市内事業者を

　

支援

額

0 177,00

　

0 177,000 17

の

7,000 1 報酬 97

　

1 するため、デジタル

財

版プレミアム付商品券

　

を発行します。

源

3

　

職員手当等 178

内　

10 需用費 100国庫

訳

補助金

節

11 役務費

款

30177,000

　項

12 委託料 175,

　

721

目

8 土木費 6,3

（

20,433 25,3

事

66 6,345,79

業

9 25,366

）

4 都

補

市計画費 3,776,

正

676 25,366 3

前

,802,042 25

の

,366

額

1 都市計

補

画総務費 1,053,

 

793 25,366 1

正

,079,159 25

 

,366 12 委託料 2

額

5,366 20 道路

計

交通体系検討事業 25

特

,366  

　

(20)道路交

　

通体系検討事業 (街づ

定

くり総務課) 国際

　

園芸博覧会等による市

　

内道路交通への影響を

財

把握するため、調査・

　

分析を行う

　

0 25,

源

366 25,366 2

一

5,366 12 委託料

般

25,366 とともに

財

、道路整備計画を策定

源

します。

区

10 教育費 7

　

,797,419 20,943 7,818,362 20,943

分 金

3 中学校費 795,8

　

46 20,943 816,789 20,94

額

3

説

3 学校建設費 1

　

70,234 20,943 191,177 20,943 12 委託料 20,943 01 中学校大規模改修事業 20,943  

(1) 中学校大規模改修事業 (教育

明

総務課) 市内中学

国

校の体育館に空調設備

県

を整備するため、実施

支

設計を行います。

出

1

金

70,234 20,9

地

43 191,177 2

 

0,943 12 委託料

方

20,943
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債 そ の 他

（一般会計）

（単位：千円）

款 ( 7 )商工費

項 ( 1 )商工費

（商工振興費） 11 役務費 30

12 委託料 175,721

(17)市内消費喚起対策支援事業 (産業活性課) エネルギー

補

・食料品価格等の物価

　

高騰の影響を受けてい

正

る市民や市内事業者を

　

支援

額

0 177,00

　

0 177,000 17

の

7,000 1 報酬 97

　

1 するため、デジタル

財

版プレミアム付商品券

　

を発行します。

源

3

　

職員手当等 178

内　

10 需用費 100国庫

訳

補助金

節

11 役務費

款

30177,000

　項

12 委託料 175,

　

721

目

8 土木費 6,3

（

20,433 25,3

事

66 6,345,79

業

9 25,366

）

4 都

補

市計画費 3,776,

正

676 25,366 3

前

,802,042 25

の

,366

額

1 都市計

補

画総務費 1,053,

 

793 25,366 1

正

,079,159 25

 

,366 12 委託料 2

額

5,366 20 道路

計

交通体系検討事業 25

特

,366  

　

(20)道路交

　

通体系検討事業 (街づ

定

くり総務課) 国際

　

園芸博覧会等による市

　

内道路交通への影響を

財

把握するため、調査・

　

分析を行う

　

0 25,

源

366 25,366 2

一

5,366 12 委託料

般

25,366 とともに

財

、道路整備計画を策定

源

します。

区

10 教育費 7

　

,797,419 20

　

,943 7,818,

　

362 20,943

分 金

3 中学校費 795,8

　

46 20,943 81

　

6,789 20,94

額

3

説

3 学校建設費 1

　

70,234 20,9

　

43 191,177 2

　

0,943 12 委託料

　

20,943 01 中

　

学校大規模改修事業 2

　

0,943  

　

(1) 中学校

　

大規模改修事業 (教育

明

総務課) 市内中学

国

校の体育館に空調設備

県

を整備するため、実施

支

設計を行います。

出

1

金

70,234 20,9

地

43 191,177 2

 

0,943 12 委託料

方

20,943
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給与費明細書

２　一 般 職

　(1) 総　括 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1,694)

1,353 1,471,527 5,194,742 5,032,179 11,698,448 2,168,205 13,866,653

(1,696)

1,353 1,473,439 5,194,742 5,032,653 11,700,834 2,168,205 13,869,039

(2)

1,912 474 2,386 2,386

　※　（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 時間外勤務手当

補正前 147,706 545,608 96,282 102,400 113,484 465,628

補正後 147,706 545,608 96,282 102,400 113,484 465,628

比　較

区　　分 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当
管理職員特別
勤務手当

補正前 22,610 1,427,257 1,174,700 103,580 832,424 500

補正後 22,610 1,427,502 1,174,929 103,580 832,424 500

比　較 245 229

職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　計

補正前

補正後

比 較

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

区　　分

－12－



イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1,626)

1,471,527 368,000 1,839,527 233,035 2,072,562

(1,628)

1,473,439 368,474 1,841,913 233,035 2,074,948

(2)

1,912 474 2,386 2,386

　※　（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 時間外勤務手当

補正前

補正後

比　較

区　　分 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当
管理職員特別
勤務手当

補正前 195,305 172,695

補正後 195,550 172,924

比　較 245 229

補正後

比 較

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　計

補正前

－13－



１　　普　　通　　債 39,490,596 39,186,412

（１）　総　務　債 4,927,784 4,457,463

（２）　民　生　債 743,772 793,344

（３）　衛　生　債 4,854,846 6,660,685

（４）　労　働　債 122,500 105,000

（５）　土　木　債 15,704,688 14,789,595

（６）　消　防　債 897,591 723,146

（７）　教　育　債 12,239,415 11,657,179

２　　そ　　の　　他 19,077,416 17,814,250

（１）　減 税 補 て ん 債 272,069 159,296

（２）　臨 時 財 政 対 策 債 18,524,547 17,374,154

（３）　減 収 補 て ん 債 280,800 280,800

58,568,012 57,000,662

地方債の令和４年度末及び令和
令和６年度末における現在高の

合　　　　　　　　　　計

区　　　　　分
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令 和 ５ 年 度 末
現 在 高

－14－



（単位：千円）

補　正　前 補　正　額 補　正　後

2,796,500 2,600 2,799,100 4,058,600

244,500 2,600 247,100 480,257

169,800 169,800 80,436

526,800 526,800 307,995

17,500

1,054,600 1,054,600 1,779,235

126,100 126,100 227,955

674,700 674,700 1,165,222

270,000 270,000 1,649,713

82,726

270,000 270,000 1,550,862

16,125

3,066,500 2,600 3,069,100 5,708,313

（一般会計）

令　和　 ６　 年　 度　 中　 増　 減　 見　 込　 額
令 和 ６ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

令 和 ６ 年 度 中 起 債 見 込 額 令 和 ６ 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

５年度末における現在高並びに
見込みに関する調書

54,361,449

76,570

621,291

16,434,537

11,166,657

87,500

14,064,960

882,708

6,879,490

37,926,912

4,224,306

264,675

16,093,292
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